




A Study on the process of the transition from
“Sports for the disabled” to “Sports by the disabled”
－ A document for understanding to “Sports by the disabled”

















　 　The purpose of this paper is to discuss the sports by the disabled based on the 
process of the transition of the principles of the social welfare policy for the disabled by 
the Ministry of Healh,Labor and Welfare after the war and the process of the 
transition of sports policy for the nation that has been promoted as the educational 
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policy by the Ministry of Education,Culture,Sports,Science and Technology.The 
principles of the social welfare policy for the disabled after the war has changed as 
follows:① the vocational rehabilitation period（1945-1964）,② the rehabilitation period
（1965-1973），③the transition period from institutionalization to home service（1974- 
1980），④the transition period of the independent life in the community（1981-1988），
⑤the period of creating independent life and equality in the society（1989-1996），⑥the 
independent support period（1997-current）.On the other hand，sports policy to the 
nation that has been promoted as part of the education policy by the Ministry of 
Education，Culture，Sports，Science and Technology can be classified in terms of the 
ages as follows：①1958-1988，②1989-2000，③2000-2010，and ④2011-current． This paper 
examines how the sports by the disabled have been affected up to this date by policies 























































は、社会的・経済的自立が置かれていたものと考えられる。折しも文部科学省は、その 2 年前の 
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1961 年、「国民の心身の健全な発達と明るく豊かな国民生活の形成に寄与する」ことを目的とし



































体障がい者のスポーツが社会福祉政策の一環として始められる旨が示された 5。また 1966 年の
厚生白書の中では、在宅障がい者への支援策のひとつとして、身体障がい者のスポーツの普及開






































































































（1998 年 7 月 16 日）を通達している。
























1958 年から同局内に生涯スポーツ課と競技スポーツ課が併置された 1988 年までの時期（1958-
1988）、② 21 世紀を見据えた指針『21 世紀に向けたスポーツの振興方策について（答申）』が発
「障がい者のスポーツ」から「障がい者スポーツ」へ
表された 1989 年から『スポーツ振興基本計画』が作成された 2000 年までの時期（1989-2000）、　
③同年から「スポーツ立国戦略」が策定された 2010 年までの時期（2000-2010）、そして④スポー



















































　1990 年には、「21 世紀振興方策」を踏まえたスポーツ振興基金 15 が、日本体育・学校健康セ
ンター内に創設された。この取組によって、競技水準の向上及び国民のスポーツ振興のための財










































2007 年 12 月に完成し、2008 年 1 月より使用され始めている。























計画策定を努力義務として定めている（スポーツ基本法第 9 条第 1 項、第 10 条第 1 項）。これを































































































































































　2001 年「第 2 部第 8 章第 4 節 2 我が国の国際競技力の向上に向けて」『我が国の文教施策』




1　厚生省及び文部省は、中央省庁等改革基本法（平成 10 年法律第 103 号）に基づいて、2001 年（平成 13 年）






















年の文部科学省の機構改革に伴い再び廃止されていた。これは、占領下にあって CIE（Civil Information 
and Education Section ＝民間情報教育局）からの指導によるものであり、体育行政が戦時下の健兵健民
施策に繋がりかねないという虞からでたものである。
5　1964 年、わが国で初めてのパラリンピックである第 13 回ストーク・マンデビル競技大会（東京大会）
が 11 月 8 日から 12 日までの 5 日間に渡っておこなわれた。この国際身体障害者スポーツ大会の日本運営



























http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/others/detail/1317552.htm（2013 年 8 月 1 日アクセ
ス）
12　「生涯学習」という用語は、1965 年にパリでおこなわれれた「第 3 回成人教育促進国際委員会」におい
てユネスコから提案されたものである。





14　保健体育審議会（1989）『21 世紀に向けたスポーツの振興方策について（答申）』では、Ⅰ . スポーツ振







る（1997 年『我が国の文教施策』「第Ⅱ部文教施策の動向と展開 . 第 7 章スポーツの振興 . 第 1 節スポーツ
の振興の在り方 .2. スポーツ振興の基本的な方向」参照）。









































24　大分県では 2009 年 4 月にすでに「大分県スポーツ推進計画‐チャレンジ！おおいたスポーツプラン 
2009‐」が作成され（スポーツ基本法は 2011 年 5 月策定）、その中でプロスポーツ・企業スポーツの振興
や障がい者スポーツの振興について触れられている。
　2009 年の「大分県のスポーツ推進計画‐チャレンジ！おおいたスポーツプラン 2009‐」は、1993 年に







健康づくり対策」は、1987 年の「アクティブ 80 ヘルスプラン」や「第二次国民健康づくり対策」に繋が


























30　国際オリンピック委員会（IOC）は、2013 年 9 月 7 日、2020 年夏期オリンピックの開催を東京で行うこ
とを発表した。この決定を受け日本政府は、2020 年東京オリンピック開催に向けて、スポーツ庁設置に向
けた検討に入ることを公表した（朝日新聞夕刊、2013.3.10）。さらに日本政府は、ほぼ時を同じくした 8 
月 22 日、厚生労働省が所管するパラリンピックを文部科学省に移管する方針を決めたことを報じていた
（朝日新聞朝刊、2013.8.23）。国内で行われる国際的な行事とそれに向けた国内の法整備やインフラ整備が
整えられていくという行程は、特別めずらしいことではない。しかし、こんかいの決定は、障がい者スポー
ツに関しては、これまでの行政政策上の歴史的経緯や国民的気運の高まり、そして何よりもこんにちの社
会が、共生社会や連帯社会を目指しているという時代的背景にあって、その歴史的な点では、大きな、そ
して意味のある記念的瞬間たったのではないだろうか。
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